
多重債務者対策連絡会議設置要領 
 

（目的） 

第１条 多重債務者対策を推進し、多重債務問題の改善を図るため、多重債務者対策連絡会議（以

下「連絡会議」という。）を設置する。 

 （協議事項） 

第２条 連絡会議は、次に掲げる事項を協議する。 

 （１）多重債務者対策の連絡調整に関すること。 

 （２）市町村、関係機関等との連携方策に関すること。 

 （３）その他多重債務者対策の推進に関すること。 

 （組織） 

第３条 連絡会議は、別表に掲げる所属の長が指名する者をもって構成する。 

２ 連絡会議に座長を置き、生活文化スポーツ部くらし安全安心課消費者行政推進室（以下「消

費者行政推進室」という。）の室長の職にある者をもって充てる。 

３ 座長は、連絡会議を総括する。 

４ 座長に事故あるときは、消費者行政推進室の職員がその職務を代理する。 

 （連絡会議の開催） 

第４条 連絡会議は、座長が必要に応じて召集し、その議長となる。 

２ 連絡会議には、必要に応じて構成員以外の関係職員の出席を要請することができる。 

３ 特定の項目に限定して協議を行う場合、座長は、関係する構成員のみを招集し、連絡会議を

開催することができる。 

（庶務） 

第５条 連絡会議に関する庶務は、消費者行政推進室において処理する。 

 （その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

この要領は、平成 19年７月 10日から実施する。 

   附 則 

この要領は、平成 26年１月 14日から実施する。 

  附 則 

この要領は、平成 26年４月１日から実施する。 

  附 則 

この要領は、平成 31（2019）年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和５（2023）年４月１日から実施する。 

 



別表 

部  名 所 属 名  

総合政策部 広報課 

経営管理部 文書学事課 

税務課 

生活文化スポーツ部 くらし安全安心課 

人権男女共同参画課 

保健福祉部 保健福祉課 

障害福祉課 

こども政策課 

産業労働観光部 経営支援課 

労働政策課 

県土整備部 住宅課 

教育委員会 高校教育課 

生涯学習課 

警察本部生活安全部 生活環境課 

 

 


